
(平成  26  年 1 月現在）

（１）適用状況

○ 平成26年1月末の国民年金と厚生年金保険の被保険者数は、6,287万人であり、前年

                             表１　制度別適用状況

（２）給付状況

○ 平成26年1月末の国民年金、厚生年金保険及び福祉年金の受給者数（同一の年金種

別を除く延人数）は、4,294万人であり、前年同月に比べて、46万人（1.1％）増加し

　ている。

　　　　　　　　　　　　　表２　制度別年金受給者数

厚生年金保険・国民年金事業の概況

１．総括

　同月に比べて、27万人（0.4％）減少している。

注１．新法老齢厚生年金のうち、旧法の老齢年金に相当するものは「老齢年金」に、それ以外のものは「通算老齢年金」に

　　　計上している。新法退職共済年金についても同様。（表３において同じ。）

　２．人数の合計は、厚生年金保険と同一の年金種別の基礎年金を併給している者の重複分を控除した数である。

　３．「基礎あり」は、同一の年金種別の基礎年金の受給権を有する者をいう。

　４．「基礎のみ」は、同一の年金種別の厚生年金保険（旧共済組合を除く。）の受給権を有しない基礎年金受給者をいう。

　５．寡婦年金については、新法においても存続しているが、第１号被保険者であった夫の妻のみに対して適用され、基礎年金

　　　一律の給付ではないため、新法分も便宜上旧法拠出制に計上している。（表３において同じ。）

事業所数 標準報酬月額

総数 男子 女子 の平均（円）

厚生年金保険 1,794,803 35,364,566 22,606,460 12,758,106 306,494

船員以外 1,790,302 35,312,815 22,554,709 12,758,106 306,380

　一般男子 ・ 22,554,100 22,554,100 ・ 347,452

　女子 ・ 12,758,106 ・ 12,758,106 233,771

　坑内員 ・ 609 609 ・ 341,140

船員 4,501 51,751 51,751 ・ 384,339

国民年金 ・ 27,507,150 9,374,585 18,132,565 ・

第１号 ・ 17,783,505 9,174,267 8,609,238 ・

任意加入 ・ 269,032 89,794 179,238 ・

第３号 ・ 9,454,613 110,524 9,344,089 ・

合計 ・ 62,871,716 31,981,045 30,890,671 ・

人口 ・ 127,180,000 61,850,000 65,340,000 ・

うち20～59歳 ・ 63,110,000 31,890,000 31,220,000 ・

・ 4,398,712 2,791,849 1,606,863 ・

注１．厚生年金保険の被保険者のうち、坑内員及び船員は全員男子とみなした。

　２．人口は翌月１日現在の推計人口(総務省統計局)である。

被保険者数(人）

共済組合 (平成 25 年 3 月末)

（単位：人）
総　　数 老齢給付 障害年金 遺族給付

老齢年金 通算老齢年金 遺族年金 通算遺族年金

厚生年金保険　計 32,070,541 14,344,041 12,214,865 396,895 5,074,978 39,762

 旧共済組合を除く 31,522,423 14,010,608 12,124,952 392,731 4,955,355 38,777
旧　　　法 1,979,737 795,095 647,999 49,343 449,338 37,962

新　　　法 29,503,029 13,197,282 11,473,722 341,871 4,490,154 ・
　（再掲）基礎あり 20,082,236 10,723,299 9,056,377 225,005 77,555 ・

 基礎または定額あり 21,401,949 11,416,745 9,985,204 ・ ・ ・

　 基礎繰上げあり 1,702,290 422,169 1,280,121 ・ ・ ・

　 基礎繰上げなし 19,699,659 10,994,576 8,705,083 ・ ・ ・
 基礎及び定額なし 3,269,055 1,780,537 1,488,518 ・ ・ ・

船員保険（旧法） 39,657 18,231 3,231 1,517 15,863 815
 旧共済組合計 548,118 333,433 89,913 4,164 119,623 985

旧　　　法 200,084 152,623 6,312 1,795 38,369 985

新　　　法 348,034 180,810 83,601 2,369 81,254 ・
　　基礎あり（再）　（再掲）基礎あり 256,271 176,592 77,609 1,923 147 ・

国民年金　計 31,202,626 28,482,516 817,102 1,796,770 106,238 ・
旧法拠出制 2,162,175 1,261,216 817,102 67,269 16,588 ・

新法基礎年金 29,040,451 27,221,300 ・ 1,729,501 89,650 ・
　（再掲）基礎のみ 8,118,771 6,612,127 ・ 1,480,358 26,286 ・

福祉年金 1,275 1,275 ・ ・ ・ ・

合　　　　計 42,935,935 31,927,941 3,897,981 1,966,737 5,103,514 39,762
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○ 平成26年1月末の厚生年金保険の適用事業所数は179万事業所であり、前年同月に比

　べて4万事業所（2.2％）増加している。

○ 平成26年1月末の国民年金、厚生年金保険及び福祉年金の受給者の年金総額は、

２．厚生年金保険

　46兆3千億円であり、前年同月に比べて、1千億円（0.2％）増加している。

                            表３　制度別受給者年金総額

（１）適用状況

                    図１　厚生年金保険　適用事業所数の推移

注１．年金総額には一部停止額を含む。

  ２．「基礎のみ」は同一の年金種別の厚生年金保険（旧共済組合を除く。）の受給権を有しない基礎年金受給者の

 　　 年金総額である。
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（単位：百万円）
総　　数 老齢給付 障害年金 遺族給付

老齢年金 通算老齢年金 遺族年金 通算遺族年金

厚生年金保険　計 25,776,739 17,937,671 2,371,703 298,142 5,158,854 10,369
厚生年金基金代行分除く 24,052,158 16,332,708 2,252,086 298,142 5,158,854 10,369

 旧共済組合を除く 25,028,566 17,359,533 2,348,724 293,805 5,016,373 10,132
　旧　　　法 2,158,357 1,378,660 247,252 58,027 464,494 9,924

　　厚生年金基金代行分除く 2,133,406 1,357,988 242,973 58,027 464,494 9,924
　新　　　法 22,788,767 15,928,793 2,100,332 232,642 4,527,000 ・

　　（別掲）基礎年金 13,728,658 7,517,964 5,941,969 192,113 76,612 ・
　　厚生年金基金代行分除く 21,089,137 14,344,501 1,984,994 232,642 4,527,000 ・

　船員保険（旧法） 81,442 52,080 1,139 3,136 24,879 208
 旧共済組合計 748,174 578,139 22,980 4,337 142,481 237

旧　　　法 408,439 357,074 2,973 2,787 45,369 237
新　　　法 339,735 221,065 20,007 1,550 97,113 ・

　　基礎あり（再）　　（別掲）基礎年金 189,725 131,266 56,714 1,598 147 ・
国民年金　計 20,496,928 18,648,249 181,140 1,565,677 101,862 ・

　旧法拠出制 855,718 607,981 181,140 59,035 7,562 ・
　新法基礎年金 19,641,210 18,040,268 ・ 1,506,642 94,300 ・

　　（再掲）基礎のみ 5,424,708 4,103,227 ・ 1,294,852 26,629 ・
福祉年金 508 508 ・ ・ ・ ・

合　　　　計 46,274,176 36,586,429 2,552,844 1,863,819 5,260,716 10,369
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○　賞与支給事業所数は18万事業所、賞与支給被保険者数は336万人、標準賞与額の平均

　は32万9,137円となっている。

○　標準報酬月額の平均は、30万6,494円となっており、前年同月に比べて0.0％増加

　している。内訳をみると、一般男子は34万7,452円（対前年同月比0.1％減）、女子は

　23万3,771円（対前年同月比0.6％増）、坑内員は34万1,140円（対前年同月比1.7％減）、

　船員が38万4,339円（対前年同月比0.7％増）である。

　　　　　　　　図３　厚生年金保険　標準報酬月額の平均の推移

                   図２　厚生年金保険　被保険者数の推移

前年同月比19人、3.2％増）、船員が5万人（対前年同月比3百人、0.6％減）である。

○ 厚生年金保険の被保険者数は3,536万人となっており,前年同月に比べて47万人

（1.3％）増加している。内訳をみると、一般男子が2,255万人（対前年同月比24万人、

1.1％増）、女子が1,276万人（対前年同月比23万人、1.9％増）、坑内員が6百人（対
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○ 平成26年1月末の老齢年金受給者の平均年金月額は、14万8,650円となっている。

　老齢年金の新規裁定者（受給者）の平均年金月額は、6万9,144円である。

　法船保分2万人、旧共済分42万人）で、前年同月に比べて61万人（2.4％）増加している。

○ 障害給付の受給者数は40万人（旧法厚年分5万人、新法厚年分34万人、旧法船保分2

千人、旧共済分4千人）で、前年同月に比べて8千人（2.0％）増加している。

○ 遺族給付の受給者数は511万人（旧法厚年分49万人、新法厚年分449万人、旧法船保

分2万人、旧共済分12万人）で、前年同月に比べて10万人（2.0％）増加している。

図４　厚生年金保険受給者数の推移

（２）給付状況

○ 平成26年1月末の厚生年金保険受給者数は3,207万人（旧法厚年分198万人、新法厚

年分2,950万人、旧法船保分4万人、旧共済分55万人）で、前年同月に比べて72万人

　（2.3％）増加している。

○ 老齢給付の受給者数は2,656万人（旧法厚年分144万人、新法厚年分2,467万人、旧
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表４　雇用保険の給付と老齢厚生年金との調整

○ 平成26年1月末における失業給付との調整に該当する受給権者数は6万人、高年齢雇

　用継続給付との併給調整に該当する受給権者数は35万人となっている。

失　業　給　付

件数（人） 総停止年金額（千円） 平均停止月額（円）

計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当

平成 25年 8 月 75,021 58,931 16,090 56,851,212 53,394,150 3,457,063 63,150 75,504 17,905

9 月 72,161 56,492 15,669 54,514,437 51,135,612 3,378,825 62,955 75,432 17,970

10 月 60,998 46,109 14,889 43,123,181 39,951,705 3,171,476 58,913 72,205 17,751

11 月 63,172 46,941 16,231 43,732,094 40,280,825 3,451,269 57,689 71,510 17,720

12 月 64,177 47,279 16,898 43,814,824 40,227,885 3,586,940 56,893 70,905 17,689

平成 26年 1 月 61,099 44,544 16,555 40,975,976 37,449,718 3,526,258 55,887 70,061 17,750

高　年　齢　雇　用　継　続　給　付

件数（人） 高年齢雇用継続給付による停止総額（千円） 平均停止月額（円）

計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当 計 老齢相当 通老相当

平成 25年 8 月 355,741 346,431 9,310 45,401,664 44,540,393 861,272 10,635 10,714 7,709

9 月 357,721 348,346 9,375 46,027,999 45,148,210 879,789 10,723 10,801 7,820

10 月 357,365 347,883 9,482 45,732,172 44,840,793 891,379 10,664 10,741 7,834

11 月 348,143 338,754 9,389 44,611,869 43,725,594 886,275 10,679 10,756 7,866

12 月 352,352 342,590 9,762 44,843,599 43,938,010 905,589 10,606 10,688 7,731

平成 26年 1 月 348,781 339,122 9,659 44,437,803 43,538,685 899,118 10,617 10,699 7,757
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○ 第3号被保険者数は945万人となっており、前年同月に比べて16万人（1.6％）減少

している。内訳をみると、男子は11万人（対前年同月比2千人、1.4％減）、女子は934

　万人（対前年同月比15万人、1.6％減）となっている。

図６　国民年金第３号被保険者数の推移

図５　国民年金第１号被保険者数（任意加入を含む）の推移

（１）適用状況

○ 平成26年1月末の第1号被保険者数（任意加入被保険者を含む。）は、1,805万人と

なっており、前年同月に比べて59万人（3.1％）減少している。内訳をみると、男子

は926万人（対前年同月比29万人、3.0％減）、女子は879万人（対前年同月比30万人、

　3.3％減）である。
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ついて繰上げ受給の状況をみると、1月は新規裁定者1万7千人のうち繰上げ受給権者が

2千人となっており、繰上げ受給率は12.4％である。なお、平成24年度新規裁定者の繰

　上げ受給率は18.5％となっている。

○ 国民年金の老齢年金受給者の平均年金月額は、平成26年1月末で5万4,561円となっ

　ている。

老齢年金の新規裁定者（受給者）の平均年金月額は、5万1,849円となっている。

○ 旧法老齢年金受給権者及び厚生年金の受給権を有しない老齢基礎年金受給権者に

　に比べて5千人（4.4％）減少している。

図７　国民年金受給者数の推移

　2,904万人）で、前年同月に比べて111万人（3.7％）増加している。

○ 老齢給付の受給者数は2,930万人（旧法拠出制208万人、基礎年金2,722万人）で、

　前年同月に比べて109万人（3.9％）増加している。

○ 障害給付の受給者数は180万人（旧法拠出制7万人、基礎年金173万人）で、前年同

　月に比べて3万人（1.6％）増加している。

○ 遺族給付の受給者数は11万人（旧法拠出制2万人、基礎年金9万人）で、前年同月

（２）給付状況

○ 平成26年1月末の国民年金受給者数は3,120万人（旧法拠出制216万人、基礎年金
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